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○武蔵野市男女平等の推進に関する条例 

平成29年３月22日条例第１号 

改正 

令和元年７月１日条例第22号 

令和３年９月29日条例第23号 

武蔵野市男女平等の推進に関する条例 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 男女平等の推進に関する基本的施策（第９条―第22条） 

第３章 男女平等推進審議会（第23条） 

第４章 男女平等に関する施策等に係る苦情の処理（第24条・第25条） 

第５章 雑則（第26条） 

付則 

我が国においては、個人の尊重と法の下の平等が日本国憲法でうたわれ、「女子に対するあらゆ

る形態の差別の撤廃に関する条約」に基づく国際社会における取組とも連動しつつ、男女平等の実

現に向けた様々な取組が進められてきた。なかでも、男女共同参画社会基本法においては、男女共

同参画社会の実現が21世紀の最重要課題と位置づけられている。 

本市においても、昭和60年に婦人問題懇談会を設置し、以来「武蔵野市女性行動計画」をはじめ

数次にわたる男女共同参画計画を策定し、総合的かつ計画的に男女平等を推進するための施策に取

り組んできた。 

また、都市文化や市民活動及び事業活動の持ち味を生かし、一人ひとりを大切にした自治と連携

のまちづくりを推進してきた。なかでも、昭和50年代における吉祥寺の環境浄化運動のさきがけと

なる活動、平成10年以降の男女共同参画を推進する拠点施設の運営などにおいて、女性が積極的な

役割を担ってきた経緯がある。 

しかしながら、今なお、性別等による固定的な役割分担の意識、当該役割分担が反映された社会

的慣行、性別等に起因する差別や暴力、政策等への参画格差、賃金格差、教育格差等、多くの課題

が残されている。少子高齢化、グローバル化、情報化などの変化が加速度的に進み、生き方や働き

方が多様化する現代社会にあって、こうした課題は、生きがいを実感できる社会や活力ある社会の

構築を阻害する要因となるものであり、課題解決のためには、教育や学習を含めた男女平等を推進
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するための様々な取組が必要である。 

全ての人が、互いの人権を尊重し、多様な性の在り方に関する理解を深めることで、一人ひとり

の命と人権が守られ、性別等にかかわりなく、それぞれの個性と能力を十分に発揮できる男女平等

社会を実現し、次世代につないでいくため、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女平等の推進について、基本理念を定め、武蔵野市（以下「市」という。）、

市民及び事業者等の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本的事項を定めることにより、

男女平等の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図り、もって男女平等社会を実現する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 性別等 男女の別だけではない多様な性の在り方（性自認（自らの性別に関する認識をい

う。）及び性的指向（恋愛感情又は性的な関心がいずれの性別に向かうかの指向をいう。）を

含む。）をいう。 

(２) 男女平等 全ての人が、性別等にかかわりなく、その人権を尊重しつつ、社会の対等な構

成員として、自らの意思によって、あらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、も

って平等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、責任を分か

ち合うことができることをいう。 

(３) 市民 市内に住所を有し、市内の学校に在学し、市内の事務所若しくは事業所に勤務し、

又は市内において活動する個人をいう。 

(４) 事業者等 営利と非営利とを問わず、市内において活動を行う法人その他の団体及び市内

において事業活動を行う個人をいう。 

(５) 性別等による差別的取扱い 次に掲げる取扱いをいう。 

ア 性別等を理由とする直接的かつ不合理な取扱い 

イ 直接に差別的な条件、待遇差等を設けていないが、性別等による著しい不利益を被るおそ

れがある基準、慣行等を適用する取扱い 

(６) 親密な関係における暴力等 次に掲げる行為をいう。 

ア ドメスティック・バイオレンス（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法
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律（平成13年法律第31号）第１条第１項に規定する配偶者からの暴力及び交際の相手方その

他親密な関係にあり、若しくは親密な関係にあった者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。）又はこれに準ずる心身に

有害な影響を及ぼす言動をいう。） 

イ ストーカー行為（ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成12年法律第81号）第２条

第３項に規定するストーカー行為をいう。） 

(７) 性に関するハラスメント 相手の意思に反する性的な発言、行動等が、相手又は周囲の者

に対し不快感を与え、尊厳を傷つけ、不利益を与え、又は脅威を与えることをいう。 

(８) リプロダクティブ・ヘルス 人間の生殖システム並びにその機能及び活動過程の全ての側

面において、単に疾病又は障害がないだけでなく、身体的、精神的及び社会的に完全に良好な

状態であることをいう。 

(９) セクシュアル・ライツ 性に関することを自ら管理し、自由に、かつ、責任をもって決定

でき、そのための情報及び手段を得ることができる基本的権利をいう。 

(10) メディア・リテラシー 新聞、テレビ、インターネットその他のメディアが伝える様々な

情報を批判的に読み解き、主体的に取捨選択して活用する能力及び当該メディアを適切に選択

して自ら情報を発信する能力をいう。 

(11) ポジティブ・アクション 性別等による格差を改善し、実質的な男女平等社会を実現する

ための積極的な措置をいう。 

(12) パートナーシップ制度 性別等にかかわりなく、お互いを人生のパートナーとして、日常

生活において、互いに協力し、及び扶助し合うことを約した２人が、安心して暮らし続けられ

ることを目的として、市長がパートナーシップの届出を受理した場合に、受理したことを証す

る書面を交付する制度をいう。 

（基本理念） 

第３条 市、市民及び事業者等は、次に掲げる基本理念（以下「基本理念」という。）に基づいて、

男女平等社会の実現に向けた取組を推進するものとする。 

(１) 全ての人が、性犯罪、親密な関係における暴力等その他の性別等に起因する暴力（以下単

に「性別等に起因する暴力」という。）、性別等による差別的取扱い、性に関するハラスメン

トその他の性別等に起因する人権侵害（以下単に「性別等に起因する人権侵害」という。）を

受けることなく、個人として尊重されること。 

(２) 全ての人が、性別等による固定的な役割分担の意識並びに当該役割分担が反映された社会
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的な制度及び慣行にとらわれることなく、個人の能力及び個性を発揮し、自らの意思と責任に

より多様な生き方を選択できること。 

(３) 全ての人が、性別等にかかわらず、社会の平等な構成員として、あらゆる分野における活

動方針の立案及び決定への平等な参画を確保されること。 

(４) 全ての人が、性別等にかかわらず、それぞれの協力及び社会の支援の下に、家庭生活にお

ける活動と地域及び仕事の場における活動との調和のとれた生活を営むことができること。 

(５) 全ての人が、それぞれの性を理解し、及び尊重し合うとともに、リプロダクティブ・ヘル

スに関する権利及びセクシュアル・ライツを認め合い、生涯にわたり健康な生活を営むことが

できること。 

(６) 全ての人が、国際社会及び国内における男女平等に係る取組を積極的に理解し、推進する

ことができること。 

(７) 性別等に起因する困難を有する者だけでなく、知的又は精神的な障害があること等に加え

て当該困難を有することで複合的に困難な状況にある者への支援が行われるとともに、これら

の者が安心して暮らせる環境の整備に向けた取組が行われること。 

(８) 保育、幼児教育、学校教育、生涯学習その他のあらゆる教育及び学習の場において、男女

平等社会を支える意識及び態度の形成に向けた取組が行われること。 

（市の責務） 

第４条 市は、基本理念に基づき、男女平等を推進する施策を総合的かつ計画的に実施するために

必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、男女平等の推進にあたっては、国及び他の地方公共団体と連携を図るとともに、市民及

び事業者等と協働するものとする。 

３ 市は、率先して男女平等の推進に取り組むとともに、市民及び事業者等の模範となるよう努め

るものとする。 

４ 市は、パートナーシップ制度に最大限配慮し、及び当該制度の目的を達成するために必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念に基づき、男女平等に対する理解を深め、家庭、学校、地域、仕事の場

その他の社会のあらゆる場において、男女平等を積極的に推進するよう努めるものとする。 

２ 市民は、市が実施する男女平等を推進する施策に協力するよう努めるものとする。 

３ 市民は、パートナーシップ制度の目的を尊重するよう努めるものとする。 
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（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、基本理念に基づき、その活動において男女平等を積極的に推進するよう努め

るものとする。 

２ 事業者等は、市が実施する男女平等を推進する施策に協力するよう努めるものとする。 

３ 事業者等は、その活動においてパートナーシップ制度に最大限配慮し、及び当該制度の目的を

達成するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（禁止事項） 

第７条 市及び事業者等は、その事業及び活動において性別等による差別的取扱いを行い、又はそ

の職場等において性に関するハラスメントを行わせてはならない。 

２ 市民は、性別等に起因する人権侵害を行ってはならない。 

３ 市、市民及び事業者等は、性自認又は性的指向に関する公表を強制し、又は禁止してはならな

い。 

４ 市、市民及び事業者等は、本人の意思に反して性自認又は性的指向を第三者に公表してはなら

ない。 

（公表される情報への配慮等） 

第８条 市、市民及び事業者等は、情報を公表する際には、性別等による差別的取扱い若しくは性

別等による固定的な役割分担の意識を助長し、若しくは是認させ、又は性別等に起因する暴力を

誘発することのないよう配慮するものとする。 

第２章 男女平等の推進に関する基本的施策 

（男女平等推進計画の策定） 

第９条 市長は、男女平等を推進する施策を総合的かつ計画的に実施するため、武蔵野市男女平等

推進計画（男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第14条第３項の規定により市が策定

する計画をいう。以下「推進計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、推進計画の策定又は変更にあたっては、武蔵野市男女平等推進審議会（以下「審議会」

という。）に諮問するものとする。 

３ 市長は、推進計画の策定又は変更にあたっては、市民及び事業者等の意見を反映することがで

きるよう、適切な措置をとるものとする。 

４ 市長は、推進計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

（推進計画の年次報告） 

第10条 市長は、推進計画の実施状況について、年次報告を作成し、審議会の評価及び意見を添え
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て、これを公表するものとする。 

（推進体制等） 

第11条 市は、男女平等を推進する施策を総合的かつ計画的に実施するため、必要な体制を整備す

るとともに、財政上の措置を講ずるものとする。 

第12条 市は、武蔵野市立男女平等推進センター条例（平成27年12月武蔵野市条例第63号）第１条

に規定する武蔵野市立男女平等推進センター（以下「センター」という。）を、男女平等を推進

するための拠点とする。 

２ 市は、センターにおいて、男女平等に関する相談への対応を行うほか、男女平等を推進するた

めの事業を行うものとする。 

３ 市は、センターのほか、男女平等に関する相談のうち、性別等に起因する暴力に関するものを

受けるための窓口を設置する。 

４ 市は、前２項に規定する相談を受けたときは、必要に応じて関係機関と連携し、適切な措置を

講ずるものとする。 

（調査研究） 

第13条 市は、男女平等を推進する施策の策定及び変更に必要な調査研究を行うものとする。 

（啓発、普及及び広報） 

第14条 市は、市民及び事業者等に対して、男女平等の推進に必要な啓発、普及及び広報活動を実

施するものとする。 

２ 市は、市民及び事業者等に対して、男女平等に関して、メディア・リテラシーの向上が図られ

るよう、必要な支援を行うものとする。 

（市民及び事業者等の活動に対する支援） 

第15条 市は、男女平等の推進に関する活動を行う市民及び事業者等に対し、情報提供その他の必

要な支援を行うものとする。 

（性別等に起因する暴力の根絶及び被害者への支援） 

第16条 市は、家庭、学校、地域、仕事の場その他の社会のあらゆる場における性別等に起因する

暴力の根絶に向けて必要な措置を講ずるとともに、性別等に起因する暴力により被害を受けた者

に対し、必要な支援を行うものとする。 

（家庭生活と社会生活との調和） 

第17条 市は、全ての人が、性別等にかかわらず、家庭生活における活動と地域及び仕事の場にお

ける活動との調和のとれた生活を営みながら、多様な生き方を選択し、実現できるよう必要な支
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援を行うものとする。 

（パートナーシップ制度の実施） 

第18条 パートナーシップの届出を受理したことを証する書面の交付を受けようとする者は、規則

で定めるところにより、市長に届け出るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で定めるところにより、当該届出を受理

したことを証する書面を交付する。この場合において、合意契約公正証書その他規則で定める書

類の提出を受けたときは、当該提出を受理したことを証する書面を併せて交付する。 

３ 前２項に定めるもののほか、パートナーシップ制度の実施に関して必要な事項は、規則で定め

る。 

（セクシュアル・ライツへの配慮及びリプロダクティブ・ヘルスに関する支援） 

第19条 市は、市民のセクシュアル・ライツに配慮するとともに、市民が生涯を通じてリプロダク

ティブ・ヘルスを実現し、かつ、保持できるよう、教育、啓発その他の必要な支援を行うものと

する。 

（教育及び学習に携わる者に対する支援） 

第20条 市は、保育、幼児教育、学校教育、生涯学習その他のあらゆる教育及び学習の場において、

男女平等社会を支える意識及び態度の形成に向けた取組が行われるよう、当該教育及び学習に携

わる者に対し必要な支援を行うものとする。 

（防災施策における男女平等の推進） 

第21条 市は、防災、災害対応、復興その他の災害に関するあらゆる局面において、男女平等の視

点が確保されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（ポジティブ・アクション） 

第22条 市は、第14条から前条までに定めるもののほか、社会のあらゆる分野における活動におい

て、性別等による格差が生じていると認められる場合には、ポジティブ・アクションを講ずるよ

う努めるものとする。 

第３章 男女平等推進審議会 

第23条 男女平等の推進について調査し、及び審議するため、審議会を設置する。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について審議し、及び答申する。 

(１) 推進計画の策定及び変更に関すること。 

(２) 推進計画の実施状況の評価に関すること。 

(３) 市が実施する男女平等の推進に関する施策又は男女平等の推進に影響を及ぼすと認められ



8/9 

る施策についての苦情（以下「苦情」という。）の処理の在り方に関すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、男女平等の推進に関すること。 

３ 審議会は、前項各号に掲げるもののほか、男女平等の推進のため必要があると認める事項につ

いて、市長に意見を述べることができる。 

４ 審議会は、男女平等の推進に関して優れた識見を有する者及び公募による市民のうちから、市

長が委嘱する委員12人以内をもって組織する。 

５ 審議会の委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任

を妨げない。 

６ 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

７ 審議会の委員の報酬及び費用弁償は、武蔵野市非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関

する条例（昭和36年２月武蔵野市条例第７号）に定めるところによる。 

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関して必要な事項は、規則で定める。 

第４章 男女平等に関する施策等に係る苦情の処理 

（苦情の申立て） 

第24条 市民及び事業者等は、市に対して、苦情を申し立てることができる。 

２ 苦情の申立ての窓口は、センターに置く。 

３ 市は、苦情について、公正かつ適切に対応するものとする。 

４ 前３項に定めるもののほか、苦情の申立てに関して必要な事項は、規則で定める。 

（苦情処理委員会） 

第25条 苦情について、公正かつ適切に対応するため、武蔵野市男女平等に関する苦情処理委員会

（以下「苦情処理委員会」という。）を設置する。 

２ 苦情処理委員会は、審議会の委員の中から市長が別に委嘱する委員３人以内をもって組織する。 

３ 苦情処理委員会の委員の任期は、審議会の委員の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 苦情処理委員会は、苦情の申立てに係る市の施策を実施する機関に対し、資料の提出及び説明

を求め、必要があると認めるときは是正その他の措置を講じるよう意見を述べることができる。 

５ 苦情処理委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

６ 苦情処理委員会の委員の報酬及び費用弁償は、武蔵野市非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末

手当に関する条例に定めるところによる。 
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７ 前各項に定めるもののほか、苦情処理委員会の組織及び運営に関して必要な事項は、規則で定

める。 

第５章 雑則 

第26条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する男女共同参画社会基本法第14条第３項の規定により策定された

武蔵野市男女共同参画計画は、第９条第１項の規定により策定される推進計画となり、同一性を

もって存続するものとする。 

（武蔵野市立武蔵野市民会館条例の一部改正） 

３ 武蔵野市立武蔵野市民会館条例（昭和59年10月武蔵野市条例第36号）の一部を次のように改正

する。 

（次のよう略） 

（武蔵野市立男女共同参画推進センター条例の一部改正） 

４ 武蔵野市立男女共同参画推進センター条例（平成27年12月武蔵野市条例第63号）の一部を次の

ように改正する。 

（次のよう略） 

付 則（令和元年７月１日条例第22号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則（令和３年９月29日条例第23号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 


